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  本事務所通信は事務所の顧客さま、名刺交

換をさせて頂いた方、ＦＡＸ番号、メールア

ドレスを教え頂いた会社さんへお送りしてお

ります。不要の方はお手数ですがメール、Ｆ

ＡＸ、電話等でその旨をご連絡下さいますよ

うお願い申し上げます。 

   
 

無料WEB審査受診の勧め 

会社も人と同じく年に1回は健康診断が必要

です。会社の強みや改善点等の自社の状況を知

ることは企業経営に対して重要です。 

ホワイト財団が提供する１時間ほどの無料

WEB審査の受診をお勧めします。 
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求職者の行動変化

募集を掛けても従来のように人が集まらないと

の声を聞きます。今回は、人が集まらない原因の

一つ、求職者の行動変化を取り上げます。 

 求人状況・ 

新型コロナウイルスの感染拡大により経済が落

ち込んだ２０２０年以前に比べても有効求人倍率

が上昇して求人難となっている業種が増えていま

す。この背景には景気が回復基調にあることの他

に、社会的・構造的な要因が指摘されています。

少子高齢化による生産年齢人口の減少、労働基準

法の残業時間上限規制による労働力の逼迫、ＩＴ

技術を中心とする産業構造変化に伴う人材の需要

と供給のミスマッチ、働く者の意識変化等が挙げ

られています。 

求人難の傾向は、今後とも解消される見込みが

ないことが大方の予想です。 

 求職者の行動変化・ 

従来、求職者が就職先を探すのはもっぱら紙媒

体でした。ハローワークの求人票も、民間の求人

誌も紙でした。それがスマートホン等の普及によ

りネットを利用しての求職活動に変化しました。

この変化は単に情報媒体が紙からネットに変わっ

ただけではありません。 

紙媒体時の求職者が入社するまでの行動パター

ンは簡略すると例えば次のようでした。①求人を

発見→②条件を読み込む→③応募→④会社説明会

や面接で情報収集→⑤志望度を確認→⑥入社。と

ころが現在では、①求人を発見→②外部サービス

で情報収集→③応募→④事前情報の確認→⑤再度

情報収集→⑥入社となります。 

紙媒体時には、その媒体だけで応募までが完結

していました。しかしネットの特徴は容易に他の

情報源にアクセスできることです。求人情報だけ

でなく、会社のホームページや SNS、クチコミサ

イト等により求人媒体に載っていない情報を収集

できます。企業説明会や面接は事前に収集してい

た情報の真偽を確認するための場になります。更

に入社前に再度各種の情報源に当たります。この

段階では客観的な第三者発信情報を中心にリサー

チすることになります。 

 第三者発信情報・ 

ホームページに自社の情報を掲載して情報発信

することは大切です。いや必須です。ホームペー

ジがない会社は、外部サービスでの情報収集時に

候補会社から外されます。 

自社のホームページには何でも書けることが利

点です。自社の強みや特徴を記載して求職者にア

ピールすることができます。求人情報ページがあ

ると更に効果的です。しかし求職者視点では、悪

いところを隠しているのではとの不安を払しょく

できません。そのため求職者は客観的な情報を求

めます。SNS やクチコミサイトに代表される第三

者発信の情報です。しかし、これらは会社のコン

トロールが効かない情報源です。 

健康経営認定や社労士診断認定あるいはホワイ

ト企業認定等の認定制度の利用はコントロール可

能で信ぴょう性も高い情報源を得ることに繋がり

ます。地方紙や商工会議所等の機関誌に紹介記事

を載せてもらい、これを自社のホームページに転

載することも同様に有効です。 

・まとめ・  

求人サイトに単に露出を増やすだけでは結果に

結びつかないケースが多くあります。ネットの発

達により求職者が多くの情報を容易に入手できる

社会では、良質で信ぴょう性の高い情報を積極的

に提供することが求められます。 
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